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仙台市合同企業説明会等出展支援事業補助金 

申請マニュアル 

 

１. 補助金の交付対象（第３条） 

この補助金を受けることができるのは、次の要件を満たした法人となります。 

(1) 仙台市内において介護サービス事業を行っている法人であること 

 →厚生労働省の「介護サービス情報公表システム※」により、事業者番号を確認します。 

(2) 仙台市内に本部を置く法人であること 

   →法人本部が仙台市外にある場合は補助対象となりません。 

(3) 市税の滞納がないこと 

  →交付申請書「４ 市税納付状況確認」にて申請者の同意を得て担当課が確認するか、 

   申請日前 30 日以内に交付を受けた「市税の滞納がないことの証明書」を添付します。 

(4) 暴力団等と関係を有していないこと 

  →申請書により誓約します。 

 

２. 補助対象となる事業（第６条） 

この補助金は、事業者が合同企業説明会等に参加し、採用活動を行った場合の経費が対象と

なります。 

補助金の交付を受けるには、他の制度による補助を受けていないことが要件となります。 

 

３. 補助対象経費（第７条） 

 補助対象となる経費は、次の経費のうち消費税額を含まない金額が対象です。なお、この補助

金の交付を受けられるのは、事業者が対象経費を全額負担している場合に限ります。 

(1) 合同企業説明会等への出展に要する経費（参加料など） 

(2) 出展時に必要な物品等の購入等に要する経費（ブース装飾品、運搬料など） 

(3) 出展時に必要な物品等のレンタルに要する経費（音響機器などのレンタル経費など） 

(4) その他市長が適当と認める経費 

 

４. 補助金の額（第８条） 

 事業者が支払った経費のうち、補助金として交付できるのは、３．補助対象経費の 1/2 の金額

です。また、一法人につき１会計年度あたり１５万円が補助金額の上限となります。 

 

 

 

 

 

事業者負担総額 40万円

補助対象経費　35万円 対象外

1/2を補助　ただし補助金上限は15万円
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５. 交付申請（第９条） 

 合同企業説明会等への参加申し込みを行う前に「仙台市合同企業説明会等出展支援事業

補助金交付申請書（様式第１号）」に次の書類を添えて、健康福祉局介護保険課までご提出

ください。 

 なお、申請書及び添付資料の記載例は、７～9 ページをご確認ください。 

 

➢ 仙台市合同企業説明会等出展支援事業に係る事業計画書 

【添付書類】 

・参加する合同企業説明会等の開催概要がわかる資料 

・参加する事業者が介護職を募集することがわかる資料 

 

➢ 仙台市合同企業説明会等出展支援事業に係る支出予定内訳書 

【添付書類】 

・申請する金額の内訳がわかる資料（見積書など） 

 

６. 実績報告（第１３条） 

 合同企業説明会等への参加を終えたら、「仙台市合同企業説明会等出展支援事業補助金実

績報告書（様式第７号）」に次の書類を添えて、健康福祉局介護保険課までご提出ください。 

 なお、実績報告書の記載例は、11 ページをご確認ください。 

 

➢ 仙台市合同企業説明会等出展支援事業に係る事業報告書 

 

➢ 仙台市合同企業説明会等出展支援事業に係る決算内訳書 

【添付書類】 

   ・事業者が対象経費を支出したことがわかる書類（領収書の写しなど） 

 

７. 補助金額の確定～交付（第１４条） 

 実績報告の内容を確認後、補助金の確定を行います。補助金額が確定したら、事業者に確定

通知書を送付します。 

 確定通知書を受け取った事業者は、速やかに請求書をご提出ください。 
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【制度全般について】 

Ｑ１．法人本部が市外にあり、介護事業所が市内にある場合も対象にはならないのか 

Ａ１．法人本部が市外の場合、市内で介護事業所を運営している場合でも補助対象外となります。 

 

Ｑ２．求職者向けの説明会を自主開催で行う場合の経費は対象となるか 

Ａ２．自主開催する説明会等の経費は、補助対象外となります。 

 

Ｑ３．申請はいつまでに行う必要があるのか 

Ａ３．参加を予定する合同企業説明会等への参加申し込みを行う前に申請する必要があります。 

     もし期日までに間に合わない場合は、個別にご相談ください。 

 

Ｑ４．対象となる合同企業説明会はどのようなものか 

Ａ４．申請する年度内（４月１日～３月３１日まで）に開催される合同企業説明会が補助対象

となります。 

     なお、合同説明会の開催場所は市内・市外、オンライン・オフラインを問いません。 

 

 

【対象経費について】 

Ｑ５．「出展に要する経費」とは何か 

Ａ５．合同企業説明会への参加費用や、会場設営等に係る委託料、参加する合同企業説明会の

広告掲載料などを想定しています。 

 

Ｑ６．「物品等の購入に要する経費」とは何か 

Ａ６．出店ブースの装飾品、ブースでの配布資料の印刷費、郵送料、荷物等の運搬料などを想定して

います。 

 

Ｑ７．「物品等のレンタルに要する経費」とは何か 

Ａ７．音響設備等の機材やブースで使用する備品のレンタル経費などを想定しています。 

 

Ｑ８．補助金の交付決定通知日よりも前に経費を支出した場合、補助対象となるか 

Ａ８．交付決定日よりも前に支払った経費については、補助対象外となります。 

 

Ｑ９．合同企業説明会に参加したが、採用に至らなかった場合は対象となるか 

Ａ９．職員の採用につながらなかった場合も補助対象となります。 
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Ｑ10．補助金の交付が決定したが、申し込んでいた合同企業説明会に参加できなかった。その場合は

補助対象となるか 

Ａ10．本補助金は、合同企業説明会等に出展することが要件となりますので、参加できなかった場合

は、事業中止（廃止）申請書（様式第 4 号）をご提出ください。 

 

Ｑ11．合同企業説明会に出展するための従業員の交通費は対象となるか 

Ａ11．説明会に参加するための交通費は補助対象外となります。 

  

 

【添付書類について】 

Ｑ12．補助金申請書を提出する際に添付する資料は何か 

Ａ12．参加する合同企業説明会の概要がわかる資料や、事業者が介護職を募集することがわかる資

料を添付してください。 

 

Ｑ13．補助金実績報告書を提出する際に添付する資料は何か 

Ａ13．合同企業説明会の参加のために支払った経費の内訳や、事業者が支出したことが確認できる

契約書や領収書、振込明細書などの写しを添付してください。 
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